















平成25年 3 月 27 日学位授与年月日



















































































































































































































































































































もので、序章、本論 6 章、終章から成り、第 l 章に補論を付す。
序章では、本論文のテーマに関わる先行研究を検討し、高抜地の実態解明がなされておらず、ために
近世の土地所有史、村落史、地域社会史においてそれが位置づけられていないことを指摘し、高抜地の
研究方法と、高抜地問題を組み込んだ土地所有論、村落論、地域社会論の研究課題を提示する。
高抜地研究が進んでいなかったのは、幕府法に違反する高抜取引の証文は形式上合法'性を装っている
ために、研究者がそれを見抜くことが困難であったことによるが、論者はまず第 l 章で、高抜地の存在
を判別する土地取引証文の史料学的な分析方法を考案して実践し、近世中・後期の村山郡には高抜地が
広汎に存在し、地域秩序として成立していたことを見事に解明している。そして補論において、村山郡
に高抜地が広汎に形成された要因の一つである、村山郡独自の領主の土地把握制度、年貢収納制度、土
地政策を検討する。
高抜取引は村山郡の地域秩序となり、領主も年貢村請制に支障をきたさない限り、それを容認してい
たが、豪農・地主が高抜地を集積して利潤を拡大する一方、経営危機に陥る百姓が増大し、年貢村請制
が機能不全になると、その解消が課題となる。第 2----6 章はそれに関する事例研究で、その分析を通し
て上記の課題にアプローチしている。そして、近世の土地把握制度、年貢収納制度、土地政策のもとで
-216-
は利害関係の調整は困難で、高抜地は完全には解消しえず、それが解消されたのは地租改正によってで
あり、そこに地租改正が地域社会に受け入れられた要因があるとする。
終章では論点を整理し、今後の課題を示す。
高抜取引の絡繰を史料学的分析方法によって解明し、公的土地台帳上の石高所持は実態を示すもので
はないことを指摘した点は画期的な意義をもち、高抜地に着目して近世の土地所有論、村落論、地域社
会論に新機軸を打ち出した所論は、斯学の発展に寄与するところが大きい。よって、本論文の提出者は、
博士(文学)の学位を授与されるに十分な資格を有するものと認められる。
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